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USPTOが査定系審判の早期審理のための試行プログラムを開始 
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１. はじめに 

 米国における査定系審判請求とは、特許出願が二度の拒絶を受けたクレーム又は最終拒絶され

たクレームについて、このような行政処分を不服とし、審判部（PTAB: Patent Trial and Appeal 

Board）に対して行う不服申立を言います。審判においては、審査官の拒絶査定の是非を審判官

の合議体が審理します。審査官の認定が不当であるとの審決が下された場合、審査に差し戻され

ます。なお、審判部による審決は、審査官を拘束します。また、上記審決に不服がある場合、

CAFC→連邦最高裁判所、又はコロンビア地区連邦地裁→CAFC→連邦最高裁判所という更なる

手続を行うことが可能です。 

 

USPTOにおける査定系審判は、その審理速度が遅く、それゆえ長期間に亘って係属すること

は周知の事実です（技術分野にもよりますが、2014 会計年度の査定系審判の係属期間は約 25

ヶ月～33 ヶ月）。その結果、滞貨は膨大な量となっています。このような状況下で、これまで、

USPTOは、滞貨を減少させるための措置を講じてきましたが、結果は芳しくありませんでした。 
 

このたび、USPTOは、査定系審判の滞貨を減少させるために、査定系審判の早期審理のため

の試行プログラム（”Expedited Patent Appeals Pilot Program”）を開始しました。 

 

以下に、この試行プログラムについて詳細に説明します。 
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